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資料５ 

改定中丹地域振興計画の概要 

 

１ 地域の特性（データ等時点修正のみ） 
 

２ 地域の将来像（２０年後に実現したい姿） 

～心つながる田舎の魅力と都市機能の両方を享受し、                  

海・里山・まちを舞台に求める暮らしが実現できる地域～ 

・コロナ禍によるテレワークや地方移住の広がりなどを踏まえ、「田舎暮らし」「まちな

か暮らし」「二拠点居住」など、この地域の強みをさらに生かして、一人ひとりの事情

と希望に応じた多様なライフスタイルが実現できる地域 

・農林水産業から製造業、サービス業まで様々な産業が活発に行われ、働き方も自営から

就業まで幅広い選択ができる地域 

・コロナ禍で再認識された家族や社会との繋がりの重要性を踏まえ、U ターン等により

若者がしっかり地域に定着し、子どもから高齢者まで住民が生き生きと暮らす、人に

やさしい持続可能な地域                      （見直し） 

 

３ 施策の基本方向 

(1) 若者が定着する持続可能な地域づくり（見直し） 
 

Ｕターン促進、人権尊重、子育て環境充実などの環境整備 
地域産業の振興と雇用促進 

 
▽ ＵＩターン等により若者等が暮らし続けたくなる環境整備 

・あらゆる世代に「地域の良さ」を(再)認識してもらい、U ターンを促進する一

貫した移住施策の推進（地元企業等とも連携して推進し、人材確保につなげる。） 

  ・京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会（北部 5 市 2 町協議会）と連携した

移住者等が地域社会の担い手として活躍できる地域づくり等への支援 

・農村集落における地域の仕事（村役、共同活動）の棚卸し・再編合理化による

若者、定年帰農者、移住者も暮らしやすい農村集落実現への支援 

・地域の高等教育機関や府立大まいづる赤れんがオフィスと連携した学生の視点

を活用した地域企業の魅力発信等による地域企業の人材確保 

・北部 5 市 2 町協議会における産学公連携コンソーシアムの構築による地域課題

解決に資する人材育成向けた取組への支援 

・中丹情報まとめサイト「CO-KYOTO」等による地域内外への情報発信推進と地域

ゆかりの方(出身者、転勤者、長期出張者等)の移住や関係人口(二拠点居住等)への誘導促進 

▽ 人権が尊重され子育てにやさしく安心して暮らせる環境整備 

◆ 人権が尊重され、誰もが自分らしく生き、参画できる社会づくり 

・感染症等に対する正確な知識の普及、感染者等への偏見・差別等防止推進 

◆ 安心して子どもを産み育てることのできる環境整備 

・子育て世帯の妊娠期から子どもが成人するまで切れ目なく、また、子育て世帯と 
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子どもをあらゆる場面で支えるための「中丹子育て未来づくり 100 人会議」のネッ

トワーク拡大 

・子育てにやさしい風土づくり推進のため、「ＷＥラブ赤ちゃんプロジェクト」や、

きょうと子育て応援パスポートアプリ「まもっぷ」の普及を促進 

・地域の様々な団体の強みやネットワークを活かした取組の推進 

・子育て世帯向け啓発や管内企業の先進的取組ＰＲ等、地域独自取組の推進 

・子どもが安心して遊べる居場所づくり等管内 3 市の子育てにやさしいまちづく

りの総合的取組への支援 

・「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」の取組推進による全ての人

が働きやすい職場環境づくりへの支援 

・府ヤングケアラー総合支援センターと連携したヤングケアラー認知度向上のた

めの当事者や社会全体への周知・広報 

◆ 医療・介護・福祉の充実と健康づくりの推進 

・地元医師会をはじめ介護・福祉の関係団体等とのネットワークを強化し、誰も

が安心して医療や福祉サービスが受けられる体制の確保 

・地域包括支援センターへの支援や高齢者が自立した日常生活を送れる地域づく

りなど、管内市における地域包括ケアシステムの構築等への支援 

・感染症への総合的な対応力の強化と感染症患者を受け入れるための必要な人材

育成等への支援 

・府北部地域における福祉人材養成システムを活用した定年退職者や子育てを終

えた層なども含めた多様な介護福祉人材の確保・育成・定着の一体的推進 

▽ 管内企業・各市と連携した脱炭素化の推進 

・多様な主体と連携した地球温暖化防止等に対する取組の積極的発信と次代を担

う環境人材育成の推進 

・海岸漂流物の回収・処理対策等への支援と学校・関係団体と連携した発生抑制

の取組の推進 

▽ 地域産業の振興と雇用の促進 

・北部産業創造センターと連携した企業間連携や高等教育機関との共同研究を通

じた新産業の創出と新たな販路開拓 

・福知山公立大学等高等教育機関や支援機関等と連携したデジタル人材育成を通

じた中小企業・小規模事業者のＤＸ推進への支援 

・北部産業創造センターや高等教育機関と連携した地域の技術力向上と将来のＩ

ＣＴ人材やものづくり人材育成への支援 

・黒谷和紙や丹後和紙、丹波漆等伝統産業に係る職人技術や素材を生かした、他

産業との交流・連携による商品開発等への支援 

・福知山公立大学等高等教育機関等や生涯現役クリエイティブセンターと連携し

たあらゆる世代がキャリアアップし、活躍する環境づくりへの支援 

・京都舞鶴港や高速道路網等の社会基盤を生かした北部地域における物流拠点の

形成 

▽ マーケットニーズに対応した「儲かる農林水産業」推進 

・新規就農者への人材育成（万とうゼミ）やスマート農業普及等による万願寺甘とう

の更なる生産拡大等、地域の特産物の生産技術・品質向上の推進 

・農業大学校や林業大学校等からの新規就農希望者等への地域と連携した技術・
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経営支援の推進 

・農林水産技術センターや食関連企業と連携した新技術研究等による農作物の付加 

価値向上と販売戦略への支援 

・持続的発展する農業生産基盤を支えるための農地大区画化・農地集積を図るほ

場整備の推進とため池等土地改良施設の改修と管理強化 

・主伐から再造林までの一貫作業やＩＣＴを活用した川上から川下までの新たな

サプライチェーン構築による安定した地元産木材供給の推進 

 

 (2) 絆と交流の地域づくり（見直し） 
 

インフラと地域資源を生かした観光交流拡大と関係人口創出 

 
▽ 自然・地域文化等の地域資源を生かした交流拡大と関係人口創出 

・ＤＭＯによる旅行商品造成参画・プロモーション等魅力発信による全国からの

観光客の中丹地域への誘導 

・DMO 等と連携したコロナ禍での健康志向の高まりを捉えたトレッキング・カ

ヌー等アクティビティーの充実や e-bike 等を活用した周遊観光の促進 

・新型コロナ収束後のインバウンド回復を見据えたコンテンツの磨き上げ、受入

環境整備、情報発信への支援 

・新たな観光コンテンツの開発等によるインバウンド需要の回復を踏まえた農家

民泊のサービス・経営のグレードアップ・情報発信への支援 

・中丹情報まとめサイト「CO-KYOTO」等による地域内外への情報発信推進と地域

ゆかりの方(出身者、転勤者、長期出張者等)の移住や関係人口(二拠点居住等)への誘導促進（再

掲） 

▽ 地域の食など特産品の魅力向上を通じた交流拡大と関係人口創出 

・消費動向をリードする女性などの視点に立った新商品開発・既存商品ブラッシ

ュアップを経た「京都中丹いちおし商品」の広域的発信と販売促進・ＰＲ 

・野生鳥獣の地域資源として有効活用するための「京都中丹認証ジビエ」による

徹底した品質管理の推進と「京都ジビエ」やＤＭＯと連携した知名度向上・販売

の促進 

・ＤＭＯと連携した野菜収穫体験等食に関するコト消費を促進するための体験プ

ログラムの創出 

▽ 京都舞鶴港海外航路等活用による人流・物流の拡大 

・舞鶴国際ふ頭における第２バースの整備とⅡ期整備等による京都舞鶴港の機能

強化、前島ふ頭のフェリーターミナルの再整備 

・京都舞鶴港における水素の利活用等、エネルギー拠点整備の促進 

▽ 人流・物流を支える交通ネットワーク整備 

・京都縦貫自動車道（宮津天橋立 IC～丹波 IC）の西日本高速道路株式会社移管

を踏まえた全国的な高速道路網と一体となった利用促進 

・移動手段の多様化による自転車利用の増加に対応するための誘導ライン設置や

舗装補修など自転車の走行環境整備の推進 

・北部 5 市 2 町協議会と連携した地域公共交通の利用促進や地域内移動確保への

支援 
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(3) 安心・安全に暮らせる地域づくり（見直し） 
 

自然災害や新興感染症等からの安心・安全な暮らしの確保 

 
▽ 災害に強い社会基盤整備 

・流域治水プロジェクト充実と住民の防災意識向上による地域防災力 
・内水被害の軽減を図るための国・府・市が連携した由良川等の河道掘削・排水ポ
ンプ場等の施設整備による対策の推進 
・関係機関と連携した危険な大規模盛土等の規制の推進 

▽ 災害対応力の強化 

・北部 5 市 2 町協議会と連携した広域避難の仕組み構築 

・中丹自然災害情報連絡ネットワーク拡大と情報共有による初動強化 

・災害時の公衆衛生の要である保健所の災害時対応力の強化と市町村と連携した

感染対策を講じた避難所運営のあり方の検討 

・大規模広域災害時等における京都の活力の維持・向上を図るための防災関係機関

と連携した管内工業団地等における災害情報収集・復旧対策を支援する連携型

BCP の推進 

・福祉事業者や自主防災組織等と連携した避難行動要支援者ごとの状況を踏まえ

た個別避難計画作成の推進 

▽ 安心して暮らせる環境整備 

・新興感染症等発生時にも対応できる体制を整えるために医療機関が行う研修や介護

施設における感染症対策等への支援 

・企業ボランティアによる活動やＩＣＴ技術活用の実践等による高齢者の見守り活

動の充実 

・野生鳥獣（ツキノワグマ、ニホンザル）による地域住民への被害を防ぐための侵

入防止柵や捕獲檻の設置、追い払い等対策の推進 

▽ 原子力防災対策の充実 

・住民・関係機関等と連携した訓練による災害発生時における活動計画等の検証を

通じた広域避難計画の実効性の向上 

・災害発生時の迅速な避難のための車両の離合困難な区間の道路整備等の推進 

 

(4) 広域連携プロジェクト（新規） 
 

京都府北部地域連携都市圏広域連携プロジェクト 
北部 5 市 2 町協議会との協働による日本海側最大級の都市圏形成・地域発展 

 

・複合的な政策間連携の深化（セカンドステージ） 

・医療機関間の機能分担や連携強化による持続可能な医療提供体制の確保 

・関西経済圏の日本海側ゲートウェイ化（環日本海人流促進） 

・世界最高レベルのシルクと染めの技術を活用したテキスタイル産地の形成 

・脱炭素、資源水平リサイクル等サスティナブル産業集積拠点の形成 

・北部のものづくり産業の産学公連携によるステップアップ 

・地域産業を支える北部物流拠点の形成 


